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中期経営計画 2012 の策定について 

“成長基盤の確立、そして更なる飛躍へ” 

 

 

当社は 2009 年 4 月に「旧千歳電気工業株式会社」と「旧保安工業株式会社」が対等合併し

新たに「日本リーテック株式会社」としてスタートして 1 年強が経ち、お客さまをはじめとす

る周囲のご支援もあり統合の定着化に向け着実に歩を進めている段階にあります。 

定着をさらに加速し強固な経営基盤を構築するため、この度、平成２２年度を初年度とする「新中期

経営計画 2012」（2010～2012 年度）を策定致しましたのでお知らせいたします。 

 

第 1 期は、お蔭様で連結売上高 566 億円、連結営業利益 36 億円となり新会社としては好調

な経営成績を収めることができましたが、これは新幹線工事等の大型繰越工事の完成等の特殊

要因等に起因するものであり、合併により着実に安定化を増したのは事実ながら、本来の意味

で新会社としての強固な経営基盤を確立したことにより生み出された結果とは言いがたいも

のと認識しております。 

一方で、世の中の変化のスピードは予想を超えるものとなっており、道路設備部門並びに屋

内外電気設備部門は構造的に採算確保が厳しい経営環境が今後も継続すると考えられ、また送

電線設備部門も中長期的に見るならば今後の受注環境は必ずしも楽観視し得る状況にないと

考えられます。 

また、当社の中核事業領域を担う鉄道電気設備部門は東日本地域での受注は着実に拡大しつ

つあるとはいうものの、鉄道電気設備全般にわたる施工管理体制の整備、グループ会社を含め

た協力会社の育成等、お客さまの期待に応えるには未だ不十分な状況となっています。 

 

今回策定致しました「新中期経営計画２０１２」“成長基盤の確立、そして更なる飛躍へ”

は、このような認識の下、新会社としての進取の経営風土の確立・スリムな経営組織の確立に

向けて社員一人一人の強い意識改革と、合併の効果を最大限に実現することで、収益力の向上

と総合力の強化により強固な経営基盤を構築することを目的とするものであります。 

 

この計画の遂行により、日本有数の鉄道電気設備工事部門としての地位の確立と、道路設備

部門、屋内外電気設備部門、送電線設備部門を加えての４部門により市場における強い競争力

を持つ事業の複合体を創り、総合電気設備工事会社として大きく飛躍するためのステップとし

て取り組んでまいります。 
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１. 基本的な考え方 

平成 21 年 4月の統合にあたり新たに定めた「経営理念」とそれを実現するための「経営の基

本方針」を軸として、平成 22 年度を初年度とする 3年間を、徹底した合併効果の創出により

収益基盤を確立する時期と位置付け、“成長基盤の確立、そして更なる飛躍へ”をスローガン

に、良質な技術サービスの提供ができる「エクセレント・カンパニー」となることを目指し

ます。 

 

具体的には、下記の「２つの基本方針」の下に「中期全体戦略」を掲げ、それを果たすため

の「部門別の中期基本戦略」と「５つの全社戦略課題」を定め、当社そしてグループ全体の力

を結集して成長戦略の基盤を確立し、企業理念、ビジョンの実現を目指します。 

 

 

 

企業理念
基本方針

中期全体戦略
（ ビジョン ）

中期基本戦略

【数値目標】

・利益計画

・要員計画

・設備計画

全体戦略課題
（全社戦略課題）

事業部門別戦略課題 機能別戦略課題

部門別アクションプラン

課
題
・
施
策

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．基本方針 

（1）徹底した合併効果の創出 

自ら積極的に事業の拡大・開拓及び重複経営資源や拠点の統廃合等による徹底した合併効

果の創出を行って経営の合理化・効率化を実行し、経営体質強化を推進します。 

そのために全部門において事業構造、業務プロセスの徹底した改革を行い、市場の変化に

対してすばやく挑戦して収益構造強化、財務体質強化に結びつけ将来にわたる持続的成長

の礎の構築を当社グループ全体で推進します。 

 

（2）『変革と挑戦』の意識改革 

単なる組織の融合のみに終始することなく、過去の延長線上でない真の意識改革、新たな

価値の創造を巻き起こすことにより新会社としての進取の企業風土の確立を目指します。 

また、環境の変化にも柔軟に対応できる主体性ある社員､創造性豊かな高く動機づけられ

た社員を育成し、高い総合力を誇る活力溢れる企業への変革を目指します。 
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３．中期全体戦略 

経営統合効果を早期に実現・発揮することにより、当社のコア事業である４事業部門の領

域において、新たな価値を提供できる高い総合力を誇る集団となり、将来にわたりお客様

に信頼され続け、持続的成長ができるための基盤整備を図る取組みを推進します。 

 

４．中期基本戦略 

（1）鉄道電気設備部門 

中核事業たる鉄道電気設備部門においては、施工能力・技術力を強化し総合電気設備部

門としての体制を整備・確立することにより更なる成長及び収益拡大を目指します。 

（2）道路設備、屋内外電気設備、送電線設備部門 

その他の事業部門においては、更に事業及び組織の“選択と集中”を推進し、営業力を

強化することにより収益基盤の確立を目指します。 

（3）グループ会社戦略 

グループ会社各社においては、独立採算を原則とし、親会社と協働してグループ総合力

を発揮してグループ経営基盤の最適化･最大化を目指します。 

 

５．中期全社戦略課題 

（1）安全・品質の向上 

・ 「安全は全てに優先する」安全意識の徹底 

・ 安全衛生マネジメントシステムの深度化 

・ ＩＳＯサイクルの業務浸透 

・ 総合的リスク管理体制の構築 

（2）収益基盤の強化 

・ 体制整備を必要とする工事部門の強化 

・ 財務体質の改善（原価管理の徹底、固定費削減、資産の見直し等） 

・ 不採算工事の徹底排除 

・ グループ会社の再構築と総合力向上 

・ 外部負債の削減（債権流動化の推進） 

合併効果の創出

意識改革の徹底

収益基盤の強化 安全･品質の向上

　　経営効率の向上

　　技術力・施工能力
　　の向上

営業力の強化

（3）営業力の強化 

・ 大規模総合プロジェクト工事の受注

拡大 

・ 技術提案型、課題解決提案型営業の

強化 

・ 部門間連携による組織的営業の展開 

・ 戦略営業への意識転換 

（4）技術力・施工能力の向上 

・ 施工体制の整備、強化 

・ 設計能力の強化 

・ 技術継承、新技術習得の持続的養成 

・ 若手社員及び協力会社の育成、強化 

（5）経営効率の向上 

・ 仕事の仕組み改善（非効率業務の削減、生産性の向上） 

・ 類型的間接事務業務の本店集約 

・ 本店等非現業要員の削減、有効活用 

・ 総合事務センター業務の見直し（事務系子会社の設立検討） 
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【当社単体の数値目標】 

 当社単体（個別業績）の数値目標は以下となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

●有利子負債の削減目標 

    最終年度末において実質無借金を目指す 

 

最終年度５％以上を目指す（負ののれんの償却分利益控除後） 

●売上高経常利益率目標 

 

第２期
(Ｈ22年度)

第３期
(Ｈ23年度)

第４期
(Ｈ24年度)

受 注 高 39,500 45,500 42,000

売 上 高 43,500 43,000 45,000

(経常利益率) (6.9%) (7.1%) (7.6%)

経 常 利 益 3,000 3,040 3,400

(経常利益率) (4.4%) (4.5%) (5.1%)

経 常 利 益 ２ 1,900 1,940 2,300

平均人員 1,110人 1,110人 1,100人

※経常利益２は、負ののれん償却額を控除した金額

単位：百万円
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【問合せ先】  

当社経営企画本部   TEL．03-3917-8154 

 4


